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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

排出係数が報告期間の末日後に更新された場合 
2025年 9月 30日公表 
2026年 3月 31日更新 

Ver. 1.1 

目 的 

1. 本文書は、温室効果ガスの測定をする場合において、排出係数が報告期間の末日後に更新さ
れた場合の取扱いについて、参考となる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 
排出係数、後発事象 

 
何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、温室効果ガス排出を測定するにあたり、具体的に使用する排出係数を特定し
ていません。その代わりに、見積りの方法による場合、企業の活動を最も表現する活動量に対応
する排出係数を使用することが求められています。 

温室効果ガス排出を測定するにあたり、見積りの方法による場合、温室効果ガス排出を測定す
る基礎として、企業の活動を最も表現する活動量と、当該活動量に対応する排出係数を使用し
なければならない。（気候基準第 67項） 

3. また、報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までの期間に、当報告
期間の末日現在で存在していた状況について情報を入手した場合、新規の情報に照らして、当
該状況に関連する当報告期間の開示を更新しなければならないとされています。 

報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までに報告期間の末日現在
で存在していた状況について情報を入手した場合、新規の情報に照らして、当該状況に関連す
る開示を更新しなければならない。（適用基準第 71項） 

 
具体的にどの排出係数を用いるのか 

4. SSBJ ハンドブック「温室効果ガス排出の測定に用いる排出係数」をご参照ください。 

 
排出係数が更新されるケース 

5. 排出係数の中には、例えば、我が国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対
法」といいます。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」
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といいます。）のための排出係数の１つである「電気事業者別排出係数」のように、少なくとも毎
年 1 回公表され、報告期限である 7 月末日（特定輸送排出者は 6 月末日）までに不定期
に更新されることが確認されているものがあります。 

6. 「電気事業者別排出係数」の公表は、主として次のような時期に公表されていると考えられます。
ただし、これら以外の時期にも公表されることがあることにご留意ください。 

公表時期 係数の内容 

12月頃 前年度の実績値をもとに公表される事業者別排出係数 

7月頃 12 月頃に公表される排出係数に対して、同一の係数等算出対象年
度におけるメニュー別排出係数及び新規参入者の事業者別の排出係
数の更新を反映したもの 

 
排出係数が報告期間の末日後に更新された場合 

7. 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までの間に排出係数が更新
された場合、適用基準第71項に基づき、新規の情報に照らして、報告期間の末日現在で存在
していた状況に関連する開示の更新を検討する必要があると考えられます。 

8. 具体的には、本文書第 6 項の「電気事業者別排出係数」の公表時期を前提とした場合、３月
決算企業の公表承認日（例えば 6 月 2９日）までに「電気事業者別排出係数」が更新され
た場合、当該排出係数は、前年度の実績値をもとに公表される事業者別排出係数と同一の係
数等算出対象年度の一部の情報の更新を反映したものであるため、報告期間の末日現在で存
在していた状況について新規の情報を入手したものと考えられます。 

9. そのため、公表承認日までに更新された排出係数に基づき算定された温室効果ガス排出量に対
する影響に重要性があると判断された場合、温室効果ガス排出量を更新することになると考えら
れます。 

10. ここで、「電気事業者別排出係数」の更新の内容として、例えば、電気や熱を供給する事業者の
新規参入や既存の事業者の新メニューにおける排出係数を反映することによる更新が中心で、
既存の事業者の排出係数に大きな変更がなく、「全国平均係数」又は「代替値」が変わらない
場合など、利用者の意思決定に与える影響として重要性が乏しい場合も考えられます。 

11. このため、温対法における SHK 制度の排出係数が報告期間の末日後に更新された場合には、
利用者の意思決定に影響を与えるほどの重要性があるかどうかを評価し、関連する開示の更新
の要否を検討することが考えられます。 
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（3月決算企業の例） 

 
関連する SSBJハンドブック 

 「温室効果ガス排出の測定に用いる排出係数」 

 「スコープ 2温室効果ガス排出の測定に用いる排出係数」 

 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」 

 「日本基準で財務諸表を作成する場合の後発事象と財務情報のつながり」 

 「二段階開示を選択した場合の留意事項」 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 

影響の程度 公表承認日までに排出係数が 
更新されない場合 

公表承認日までに排出係数が 
更新された場合 

影響の重要性あり 12月頃公表の係数で算定 更新された排出係数で算定 

影響の重要性なし 12月頃公表の係数で算定 
12月頃公表の係数で 
算定することも認められる。 


